
「秋田県第９期介護保険事業支援計画・第１０期老人福祉計画（素案）」

に関する意見募集の結果について

県では、高齢者の介護サービスと福祉の充実を図るため、計画期間を３年とした介護保険事業支援
計画・老人福祉計画の策定に取り組んでいます。
計画の策定にあたり、「秋田県第９期介護保険事業支援計画・第１０期老人福祉計画（素案）」を公
表し、県民の方々から意見を募集した結果は次のとおりでした。貴重な意見をお寄せいただき、あり
がとうございました。
お寄せいただいた意見は本計画や今後の高齢者施策等の参考とさせていただきます。

１ 意見募集の期間

令和５年１２年２５日（月）から令和６年１月２４日（水）まで

２ 意見の状況

意見書の数（実数） ４通（電子メール４通）
具体的な意見の数 ２４件

３ お寄せいただいた意見と県の考え方・対応 （※意見書の受領順に掲載しています）

番号 意見の概要 県の考え方・対応

１ p68 の未届けの有料老人ホームに関して、
届出されている有料老人ホーム名を公表
するなど、県民に対する情報提供が必要で
はないか。（もし、公表している場合は、そ
の旨も計画に記載してはどうか。）

届出されている有料老人ホームについては、施
設名等を県のウェブサイトで公表しています。
ご意見を踏まえてその旨を計画に追記します。

２ p73 の「被害の未然防止と防犯意識の高
揚」に関して、防犯意識の高揚だけでなく、
郵便局や銀行等の金融機関、コンビニエン
スストアなど、実際に金銭の支払いに利用
される機関に対する啓発活動なども必要
ではないか。（この内容は地域安全ネット
ワークを活用した情報発信活動の中に含
まれているのか。）

本県では、高齢者の特殊詐欺被害防止等のた
め、金融機関又はコンビニエンスストアから構
成される各防犯関連の協議会等を通じて情報
提供を行っているほか、窓口での声掛けや訓
練、不審な取引を見つけた際の積極的な通報へ
の協力をお願いしています。
引き続き、関係機関との連携のもと、被害防止
に向けての取組を行うとともに、地域住民の皆
様の防犯意識の高揚に努めます。
（p73 の該当箇所の記載を一部修正します。）

３ p98 の施設サービスの充実に関して、施設
で亡くなる方が増加している現状を考え
ると、施設での終末期の迎え方、本人の意
思や人権を尊重した ACP の普及やそれに
対応した施設サービスの向上などの取組
も必要ではないか。

p54 に記載したとおり、介護老人保健施設や老
人ホーム等で亡くなる方の割合が増加傾向に
あり、医療機関以外での看取りニーズが拡大し
てきていることから、県としても関係機関と連
携して、ACP に関する協議の場や研修会の開
催等により普及啓発を行います。



番号 意見の概要 県の考え方・対応

４ p105 の災害時の取組に関して、BCPや避
難確保計画を策定していない施設に対し
て、作成を促すだけではなく、作成を支援
する取組が必要ではないか。
また、訓練の実施については、県の災害訓
練なども活用し、施設だけではなく市町村
や医師会、医療機関など関係機関とも連携
した訓練の実施が必要ではないか。

BCP の策定については、今年度末で経過措置
が終了するため、第８期計画期間中に策定する
必要があります。このため、第９期計画には作
成支援の取組は記載しませんでした。事業所に
対しては、研修会の案内や作成の手引きの紹介
などを行っています。
訓練の実施については、先進的な取組事例等に
ついて調査・研究を行います。

５ 本県は、入所・居住系サービスの需要が高
いが、その理由を分析した上で具体的な対
応策を考える必要があるのではないか。

本県において入所・居住系サービスの需要が高
い理由としては、全国に比べて入所・居住系の
施設が充実しており、施設入所を選択しやすい
環境にあること等が主な要因と考えています。
近年は、介護老人福祉施設の待機者数が減少傾
向にあり、ショートステイの利用者数も減少し
ているなどトレンドに変化が見られますので、
状況を注視した上で、保険者（市町村等）の取
組に対する支援を行います。

６ 図表 3-2と図表 3-3 が同じものになってい
る。図表 3-3 は誤りではないか。

ご指摘のとおり、図表3-3が誤っていますので、
県のウェブサイトの掲載データを正しい表に
差し替えました。（令和６年１月１０日）

７ 第５章の「地域の見守り体制の構築」「行方
不明高齢者対策」に関する具体的な取組と
して、認知症高齢者を抱える家族等に対す
るＧＰＳ貸出制度の導入や、認知症高齢者
事前登録制度等の広報啓発活動について、
検討をお願いしたい。

認知症高齢者の見守りに関する事業は、市町村
の地域支援事業により実施することが可能で
あり、県も事業費の一部を負担しています。
地域支援事業は、各市町村が地域の実情に合わ
せて事業内容を決定することになっており、令
和５年１２月末現在、ＧＰＳ貸出制度を導入し
ている市町村はありませんが、見守りシール等
を活用した見守り事業を２２市町村が実施し、
６２９名の方が利用しています。
今後も、必要な情報を認知症の人やその家族に
周知するよう市町村に助言するとともに、ＩＣ
Ｔを活用した先進事例の情報提供などを通じ
て市町村の見守り体制の強化を支援します。

８ 県内ではショートステイの利用者が多い
が、ショートステイにはリハビリ専門職の
配置が義務化されておらず、長期入所時の
心身機能の低下のリスクが高い。
一方、介護老人保健施設は、常勤のリハビ
リ専門職や医師、看護師も比較的多く常駐

p129【図表 8-4】介護保険施設の種類毎の必要
入所定員総数については、令和 5年 12 月時点
の各市町村からの回答の積み上げ結果による
暫定値であり、今後追加調査等を行った上で決
定することになります。
県としては、医療的ケアの必要度が高い要介護



番号 意見の概要 県の考え方・対応

していることから、老人保健施設の定員を
増やして、そちらに待機者を誘導した方が
心身機能の低下を防ぐとともに限られた
介護人材を有効活用できるのではないか。
整備計画を見るとショートステイは若干
の増加を見込んでいるものの、老人保健施
設については増床の見込みがないことに
ついてどう考えているか。

高齢者を医療と介護で支える施設として、介護
老人保健施設や介護医療院の役割は重要と考
えており、地域の実情や需給動向等を踏まえ
て、施設整備を進めます。
また、介護老人保健施設と連携した通所リハビ
リテーション、訪問リハビリテーションなどの
居宅サービスについても、利用者のニーズに見
合ったサービス量の確保に努めるとともに、地
域リハビリテーション支援体制を整備し、市町
村の一般介護予防事業を中心とした地域支援
事業の充実・強化を図ります。

９ p5 の老人福祉圏域について、3つの圏域に
することに賛同できない。これまでの 8圏
域は残した上で医療計画との整合性を持
たせればいいと思う。介護は地理的、交通
事情など含めたきめ細かな計画を持つ方
がよりベターであり現実的。とりわけ訪問
介護等、在宅や地域密着で実施される介護
の性質上合併前の69市町村圏域規模なら、
さらにきめ細かな安全、安心の介護計画に
なると思われる。

老人福祉圏域の設定については、国の「介護保
険事業に係る保険給付の円滑な実施を確保す
るための基本的な指針」において、医療保健福
祉計画の二次医療圏と一致させることとされ
ていることから、３圏域に変更になったもので
す。
県が策定する介護保険事業支援計画では、医療
保健福祉計画と整合を図りながら、老人福祉圏
域ごとにサービス見込量や目標量等を定めま
すが、各保険者（市町村等）が策定する介護保
険事業計画については、これまでと同様に保険
者ごとに地域の特性を踏まえたきめ細かい計
画となりますので、老人福祉圏域が３圏域とな
ることによって、サービスの低下につながるこ
とはないと考えています。

１０ p12 の高齢者世帯の推移について、全世帯
の中の高齢者夫婦、単独世帯数やその割
合、推計は分かるが、世帯の介護力や所得
に応じた介護利用能力に注目した分析も
記載いただきたい。

図表 2-5 の出典元である国立社会保障・人口問
題研究所の「日本の世帯数の将来推計（都道府
県別推計）」については、令和２年国勢調査に基
づく推計が令和６年度中に公表される見込み
となっています。本計画は、現時点で県が把握
しているデータをもとに策定していますが、計
画策定後も引き続き情報収集に努め、必要な分
析を行います。

１１ p14 の要支援・要介護認定者数について、
平成 27 年度以降、認定者の総数に大きな
増加がない一方で、要介護 5が平成 24 年
度から令和5年度までに2,280人（▲25％）
減少していることについて、要因が分かっ

要介護５の方の減少については、全国でも同様
の傾向が見られます。複数の要因があると思い
ますが、要因の一つとして、健康寿命が伸びて
いることが考えられます。平成 24 年度に新規
で要支援・要介護の認定を受けた方のうち要介



番号 意見の概要 県の考え方・対応

ているのであれば記載いただきたい。 護５の方は 1,157 人いましたが、令和４年度は
785 人と減少しています。
また、要支援１・要支援２の方は増えています
ので、介護度が低いうちに要介護認定を受けら
れる方が増えているものと考えられます。

１２ p20 の介護サービス事業所の推移につい
て、サービス事業所が減少している。サー
ビスを受けられない事態が生じないよう
原因と対策について記載が必要ではない
か。

ご指摘のとおり令和 3年度以降、介護サービス
事業所は微減傾向にあります。訪問介護等につ
いて既存事業所のサテライト化による合併が
増えてきているほか、コロナ禍を理由とした廃
止も一定程度確認されています。また、人材不
足を理由とした廃止も増えてきていることか
ら、第６章に記載したとおり、「介護人材の確
保・育成と介護現場の革新」を施策の柱にして、
取り組みます。

１３ p24 の施設サービスの利用者について、平
成 24 年度までは計画期間中に 500 名程度
の伸びがあったが、平成 27 年度以降はほ
ぼ横ばいとなっている。この要因について
記載いただきたい。

高齢化が急速に進んでいる段階にあっては、介
護保険施設を新たに増やす必要があるため、こ
れに連動して施設サービス利用者も増えてい
ましたが、平成 27 年度以降については、各保
険者（市町村等）において、高齢者数のピーク
アウトを見据えて、地域密着型サービスなどに
より対応していることが主な要因と考えてい
ます。

１４ p26 の介護サービスの利用実績（計画との
対比）について、施設サービスでは対計画
比 95％、居住系サービスで 86％と計画を
大幅に下回っており、給付費総計では計画
比 93％となっているが、要因の分析が必要
ではないか。

計画値については、各保険者（市町村等）が介
護保険事業計画において算定した計画値の積
み上げとなっています。一般的には、計画値を
上回る実績値となった場合、財源が不足する事
態となるため、各保険者は不足が生じないよう
に計画値を推計して介護保険事業計画を策定
します。第８期計画期間中は、コロナ禍による
影響も一定程度あったことも実績値が減少し
た理由の一つと思料しますが、給付費総額の計
画比が令和 3年度：94.8％、令和 4年度：92.6％
というのは、第 6期計画平均：93.5％、第 7期
計画平均：94.4％と比較して、特に計画比が低
いわけではないと考えています。

１５ p29 のサービスの種類別の介護給付費の全
国比較について、本県の特徴としてショー
トステイが全国比で特筆して多いが、特養
など利用者の所得に見合った施設整備が

p21 の図表 3-5 に介護サービス事業所数（人口
10万人当たり）に記載したとおり、本県では全
国と比較して、介護老人福祉施設や介護老人保
健施設などの施設サービスが充実しています。
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遅れていること、他の施設では利用料が高
く利用できないのではないか。要因につい
て記載していただきたい。

特に介護老人福祉施設については、全国で２番
目に人口当たりの施設数が多い水準となって
います。
ショートステイが多い理由としては、ショート
ステイは老人福祉圏域ごとの総量規制の対象
外となっているため、平成 23 年度頃までの間
に、多くのショートステイが設立されたことが
要因の１つと考えられます。

１６ p32 の人口構造について、「2040 年には高
齢者１人を生産年齢人口 0.9 人で支える構
造となります」。との表現があるが、何をも
って支えるというのか。介護をはじめ、子
育てなど社会保障財源を議論する場合、単
純な図式では説明できないはずであり、高
齢者が増えたことを理由に介護給付の削
減や介護保険料の引き上げを我慢させよ
うとする記述とも捉えられかねないため、
改めていただきたい。

ご指摘のとおり、地域共生社会を実現するため
には、「支える側」と「支えられる側」という従
来の関係を超えて重層的に支え合う社会に転
換する必要があると考えていますので、記述内
容については、変更する方向で検討します。

１７ p37 の介護人材の確保・育成と介護現場の
革新について、介護のイメージアップを図
る前提要件として介護現場の現在の人手
不足や低賃金構造を抜本的に改善する取
り組みが必要であることをしっかり表明
していただきたい。そして県の単独事業と
して介護職員の処遇改善実施を実現して
いただきたい。東京都では単独事業として
介護職員給与改善（一人当たり月額 1万円
～2万円）を実施する予定であり、このま
までは介護職員が関東圏に流出すること
も考えられる。

県ではこれまでも国に介護報酬の抜本的改定
を行うよう要望してきたところであり、このほ
ど、月額６千円相当の賃金引き上げのための措
置が講じられたほか、令和６年度介護報酬改定
率は１．５９％増となり、処遇改善加算の見直
しも行われています。県としては、事業者に処
遇改善に関する加算取得に向けた働きかけを
行い、処遇改善を推進します。
また、人材不足は必ずしも賃金だけが原因では
ないことから、まずは介護職を選択していただ
けるよう介護のイメージアップに取り組んで
いくこととしています。

１８ p37 の介護人材の確保・育成と介護現場の
革新について、コロナ罹患した利用者が施
設内での療養や治療を余儀なくされた現
実を踏まえた人材確保や育成についても
記述が必要ではないか。

感染症への備えについては、第７章（p105～
106）に記載していますが、感染制御の専門家の
派遣体制の整備や平時からの研修会の実施な
どにより、各施設の感染症対応力のレベルアッ
プを図ることとしています。
また、災害等を含む有事の対応については、業
務継続計画（ＢＣＰ）の策定や、関係団体と連
携した介護職員の応援派遣体制の整備に努め
ることとしています。
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１９ p37 の介護保険制度の安定性・持続可能性
の確保について、「今後の介護サービスの
需要増加に伴い、介護給付費は増大し、そ
の結果、介護保険料の水準も上昇していく
ことが予想されます。」としているが、第 8
期計画の利用者と給付の実績は給付費で
93％弱となっている。この要因分析を踏ま
えた記載必要ではないか。

本県では、高齢者数は減少に転じていますが、
後期高齢者数はまだ増加段階にあることから、
第９期計画期間中は介護需要が増加するもの
と考えています。また、介護報酬全体で 1.59％
のプラス改定となったことも介護保険料の積
算に影響しますので、一般的に介護保険料の水
準は上昇する傾向にあるものと考えています。
ただし、地域によって高齢化の進展状況・サー
ビスの利用状況・財政状況などが異なるため、
保険者（市町村等）によっては、介護保険料が
上がらないところもある可能性があります。

２０ 第 5章、第 6章、第 7章の各節ごとに現状
と課題、今後の取り組みが記載されている
が、第 8期計画での取組の総括を記載して
いただきたい。

現状の欄は、第８期計画での取組状況を踏まえ
て記載しています。なお、第８期計画の取組結
果については、実績がまとまり次第、県のウェ
ブサイトで公表する予定です。

２１ p82 の介護人材の現状と需給推計につい
て、図表 6-2、図表 6-3 の計算方法を明示
していただきたい。

需給推計は、厚生労働省から提供された「介護
人材受給推計ワークシート」により計算してい
ます。計画に計算方法を追記します。
需要推計
「県内の保険者（市町村等）が見込んだ将来
の介護サービス等利用者数に、利用者 100 人
当たりの介護職員の配置率を乗じて推計」

供給推計
「離職率、介護分野への再就職率、入職者数
それぞれの見込を基に推計」

２２ p128 の施設サービスの見込量について、
各市町村の現状のサービス利用者数の実
績をもとに適正量を見込むとしているが、
介護老人福祉施設が令和 8 年度で増員 63
人、介護老人保健施設が減員 6人、介護医
療院が増員 50 人の計画となっており、合
計でも 107 名、年平均 30 名の増にとどま
っている。令和 4年度の本県の介護老人福
祉施設の待機者数は 6,120 人（内在宅は
3,356 人）と発表しているが、この実態が
改善に向かうよう定員増をしなければな
らないのではないか。

第８章に記載しているサービス見込量につい
ては、令和 5年 12 月時点の各市町村からの回
答の積み上げ結果であり、今後追加調査等を行
った上で決定することになります。
本県の人口構造を踏まえると、大半の市町村に
おいて、介護需要のピークアウトを見据えた施
設整備を行う必要があることから、大規模な介
護老人福祉施設等を増やすのではなく、住み慣
れた地域で安心して暮らすことができるよう、
地域密着型サービスの整備を進めることが重
要と考えています。
なお、ご指摘のあった介護老人福祉施設の待機
者数については、将来的に介護度が高くなった
ら入所したいという方や、既に他の施設に入所
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しており介護老人福祉施設に入所する意思が
なくなった方なども一定数含まれているため、
留意が必要です。

２３ p132 の給付費見込額では第 8 期より第 9
期が低下しており、実績はさらに下がって
いるので、第 9期の介護保険料は上げない
ようにしていただきたい。

第８章に記載しているサービス見込量につい
ては、国の最新の人口推計や介護報酬改定率等
が公表される前の暫定値であり、現在、保険者
（市町村等）において再計算が行われていると
ころです。
介護保険料については、介護給付費の見込み等
をもとに保険者が決定することになりますの
で、県としても必要に応じて助言等を行いま
す。

２４ 介護保険料は標準 9段階を 13 段階にする
だけでは引き上げを被保険者の中で負担
の押し付け合いになるだけである。抜本的
には介護保険制度の介護保険料の算出方
法に問題があるので、国庫負担をもっと引
き上げるよう国に要望する県の姿勢を示
していただきたい。

国庫負担の引き上げについては、これまでも国
に対して要望しているところですが、引き続き
要望します。


